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ᶗ．͸͡Ίʹ

　೔ຊの企業の����ˋ以上は中小企業・小規模事業者で、中でも小規模事業者は約����ˋ

とそのେ෦෼を઎めている̍。この小規模事業者については、େ規模な企業にൺ΂経Ӧ૚

がಉ଒でݻめられている場合が多く、企業ӡӦの主要な業຿を専門的なೳ力ではなく、਌

଒というつながりで୲当している。

　このため税຿業຿や࿑຿業຿といった企業ӡӦ上重要で、ద法ੑを確อしな͚れば企業

存ଓにӨڹを及΅しかͶない事߲の業຿処理を専門的ೳ力がෆ଍した状態でߦわ͟るを得

ない。

　税຿業຿、࿑຿業຿を਌଒でないै業һが୲当している場合もあるが、ै業һが少ない

小規模事業者では、ࣗ社੡品のൢ売、αーϏスのఏڙなどをߦうのにਫ਼一ഋで、税຿や࿑

̈� େ࢈ࡕ業େֶ経Ӧֶ෦経ӦֶՊڭत
̈̈� 税理士

૲ ߘ ఏ 出 ೔　��݄2�೔
最終ߘݪఏ出೔　��݄2�೔

̍�中小企業ிʮ中小企業・小規模事業者の਺（2���೥݄̒時点）ʯ。
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ることから、このՕ所に重点的にʮώトʯを౤ೖしている。

　ʮカネʯについては、企業׆ಈで必要なӡ用資金であることから、小規模事業者では主

に経Ӧ者が௚઀、金༥機ؔ౳とのௐ੔をߦっている。また、೔々の売り上͛のू計や݄次

決算も経Ӧ者がߦうことが多い。ある程౓の売り上͛があり、ै業һが一定਺以上になる

と経理୲当がおり、その経理୲当が೔ৗのձ計処理౳をߦうが、݄ 次؅理౳は経Ӧ者がߦっ

ているέースもある。

　ʮ৘ใʯは、インλーネットを中心に現୅経Ӧにはなくてはならないものであり、小規

模事業者のようにै業һが少なくても *5 を׆用した業຿ӡӦは必要とされる。しかし、

この *5 の׆用をߦいたくても *5 のٕज़力を有した人ࡐがいないことからどのように事

຿処理の؆ૉԽをߦう΂きか、どのようなํੑ޲にもっていく΂きかについて͑ߟること

ができない。

　このように専門஌ࣝを必要としながら、ࣗ社でそれを୲当するै業һをޏ用することが

できない小規模事業者においては、社外の専門家を׆用し合理的な経Ӧをߦうことが極め

て重要とい͑る。

　企業が外෦の専門家を׆用しているׂ合について、税຿業຿、࿑຿業຿の୅ද的な専門

家である税理士が����ˋ̎、社ձอݥ࿑຿士����ˋ ̏となっている。　　

ᶙ．ઐ໳Ո支援のඞཁੑ

　社外の専門家を׆用する場合にどの業຿にয点をあて、ਐめていくかについて、経Ӧ者

としてख़ߟし、見極める必要がある。特に税຿業຿と࿑຿業຿にؔしては、ద法ੑ確อの

観点から専門的஌ࣝを有する外෦人ࡐの׆用は極めて重要である。

　税຿業຿にؔして、企業׆ಈの中で発生する費用について、どのצ定Պ目に該当させ、

どのように決算処理するかについては、近೥、多くのձ計ιϑトが開発されているので、

それを有効ར用すれば೔ৗのձ計処理はՄೳとなる。しかし、ߦ੓ிのࢦಋや௨ୡ、判ྫ

などから判அしな͚ればならない事߲、ྫ͑ばʮ໾һڅ༩のѻいʯのようなものについて

は、専門家の஌ࣝ、経ݧの׆用は極めて有用である。

　また、࿑຿業຿についても、ै業һのڅ༩の計算は൚用ιϑトがあり、社ձอݥや࿑ಇ

อݥの手ଓきも社ձอݥ事຿所にฉ͚ば͑ڭてもら͑るので໰୊になることは少ない。Ή

しΖ࿑ಇ時ؒ、ٳ೔、ٳՋなどの෰຿؅理の໰୊、৬場಺でのトϥϒϧをどのように処理

。税局ௐࠪʯࠃ税ிʮ法人税の申告にؔしてのࠃ�̎
̏�社ձอݥ࿑຿士࿈合ձʮ社࿑士のχーζにؔする企業͚޲ௐࠪ結果についてʯ。
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຿にؔする業຿はย手ؒに実施しな͚ればならない状況にある。

　企業׆ಈの中で主要な঎ࡐについては、ࢢ場ಈ޲を஫ࢹし、٬ސのᅂ好を͑ߟた঎品や

αーϏスの開発、品質の޲上を͑ߟৗにվ善をଓ͚ることから、最దな状態になっている。

　一ํで企業಺෦の業຿処理については、ै来の処理ํ法の౿ऻ、ฉきかじりの஌ࣝ、ॻ

੶ྨをߟࢀに実施している場合も多い。この中で、税຿業຿や࿑຿業຿については、ؔ܎

法ྩを理ղしていな͚ればద੾な処理ができない。特に重要なのは、ߦ੓௨ୡや判ྫを読

み込み、ࣗ 社の個別事Ҋとの੔合ੑを͑ߟて、ଥ当な処理をしな͚ればならない点である。

　

　このようにద法ੑ確อと業຿のԁ׈Խのためには、専門の୲当者をޏ用することが๬ま

れるが、小規模事業者では、一人޻の業຿ྔもない࢓事に、人݅費をか͚て専門の୲当者

を഑ஔすることはできない。

　このような小規模事業者の業຿؅理上重要な税຿や࿑຿の業຿にؔしては、社外の専門

家を׆用することによって、ద法ੑ確อと業຿ӡӦの効཰Խを図ることが重要である。

　そこで、ຊߘでは、税຿業຿にؔして現在小規模事業者の支援をߦっている税理士と࿑

຿業຿にؔしてֶ࢈࿈ܞで支援をߦっている人的資源؅理のڀݚ者の支援実態から、専門

家׆用の必要ੑを͑ߟるきっか͚としてڀݚϊートとしてまとめることとした。

ᶘ．খن໛ࣄ業ऀのݱঢ়

　企業経Ӧで重要なことは、ʮώトʯ、ʮϞϊʯ、ʮカネʯ、ʮ৘ใʯの資源をいかに有効に׆

用し最େの੒果を上͛るかである。

　経Ӧ資源の中でʮώトʯについては業຿ӡӦの要であり、このʮώトʯをいかに有機的

一体的に׆用できるようにするかは、経Ӧ者としてेೋ෼に͑ߟな͚ればならない事߲で

ある。

　多くのै業һを๊͑る企業では、෦門ຖの人ࡐҭ੒とద੾なδϣϒローςーγϣンに

よって、専門ೳ力の޲上と෯޿い৬຿経ݧの付༩をߦい、業຿शख़者のҭ੒とক来の؅理

৬のཆ੒をߦっている。

　一ํでै業һが少ない企業では、ै業һの業຿の中心がʮϞϊを生࢈するʯ、ʮαーϏス

をఏڙするʯことにภっており、税຿業຿や࿑຿業຿といった企業ӡӦ上重要ではあるが、

೔々の売り上͛に௚઀ؔ܎ない業຿に人をׂく余༟はない。

　ʮϞϊʯについては、その企業の主力঎品であり、どのような੡品をڅڙするか、どの

ようなαーϏスをఏڙするかについてৗにվ善を͑ߟ、Ӧ業׆ಈをల開していく必要があ

（���）



��

小規模事業者に対する専門家支援の必要ੑ（Ҫ上ਔࢤ・౻Ԭ　ঢ）

ることから、このՕ所に重点的にʮώトʯを౤ೖしている。

　ʮカネʯについては、企業׆ಈで必要なӡ用資金であることから、小規模事業者では主

に経Ӧ者が௚઀、金༥機ؔ౳とのௐ੔をߦっている。また、೔々の売り上͛のू計や݄次

決算も経Ӧ者がߦうことが多い。ある程౓の売り上͛があり、ै業һが一定਺以上になる

と経理୲当がおり、その経理୲当が೔ৗのձ計処理౳をߦうが、݄ 次؅理౳は経Ӧ者がߦっ

ているέースもある。

　ʮ৘ใʯは、インλーネットを中心に現୅経Ӧにはなくてはならないものであり、小規

模事業者のようにै業һが少なくても *5 を׆用した業຿ӡӦは必要とされる。しかし、

この *5 の׆用をߦいたくても *5 のٕज़力を有した人ࡐがいないことからどのように事

຿処理の؆ૉԽをߦう΂きか、どのようなํੑ޲にもっていく΂きかについて͑ߟること

ができない。

　このように専門஌ࣝを必要としながら、ࣗ社でそれを୲当するै業һをޏ用することが

できない小規模事業者においては、社外の専門家を׆用し合理的な経Ӧをߦうことが極め

て重要とい͑る。

　企業が外෦の専門家を׆用しているׂ合について、税຿業຿、࿑຿業຿の୅ද的な専門

家である税理士が����ˋ̎、社ձอݥ࿑຿士����ˋ ̏となっている。　　

ᶙ．ઐ໳Ո支援のඞཁੑ

　社外の専門家を׆用する場合にどの業຿にয点をあて、ਐめていくかについて、経Ӧ者

としてख़ߟし、見極める必要がある。特に税຿業຿と࿑຿業຿にؔしては、ద法ੑ確อの

観点から専門的஌ࣝを有する外෦人ࡐの׆用は極めて重要である。

　税຿業຿にؔして、企業׆ಈの中で発生する費用について、どのצ定Պ目に該当させ、

どのように決算処理するかについては、近೥、多くのձ計ιϑトが開発されているので、

それを有効ར用すれば೔ৗのձ計処理はՄೳとなる。しかし、ߦ੓ிのࢦಋや௨ୡ、判ྫ

などから判அしな͚ればならない事߲、ྫ͑ばʮ໾һڅ༩のѻいʯのようなものについて

は、専門家の஌ࣝ、経ݧの׆用は極めて有用である。

　また、࿑຿業຿についても、ै業һのڅ༩の計算は൚用ιϑトがあり、社ձอݥや࿑ಇ

อݥの手ଓきも社ձอݥ事຿所にฉ͚ば͑ڭてもら͑るので໰୊になることは少ない。Ή

しΖ࿑ಇ時ؒ、ٳ೔、ٳՋなどの෰຿؅理の໰୊、৬場಺でのトϥϒϧをどのように処理

。税局ௐࠪʯࠃ税ிʮ法人税の申告にؔしてのࠃ�̎
̏�社ձอݥ࿑຿士࿈合ձʮ社࿑士のχーζにؔする企業͚޲ௐࠪ結果についてʯ。

�6

େ࢈ࡕ業େֶ経Ӧ論ू　ୈ ùø ୈ　ר ù ŋ ú 合ซ߸

຿にؔする業຿はย手ؒに実施しな͚ればならない状況にある。

　企業׆ಈの中で主要な঎ࡐについては、ࢢ場ಈ޲を஫ࢹし、٬ސのᅂ好を͑ߟた঎品や

αーϏスの開発、品質の޲上を͑ߟৗにվ善をଓ͚ることから、最దな状態になっている。

　一ํで企業಺෦の業຿処理については、ै来の処理ํ法の౿ऻ、ฉきかじりの஌ࣝ、ॻ

੶ྨをߟࢀに実施している場合も多い。この中で、税຿業຿や࿑຿業຿については、ؔ܎

法ྩを理ղしていな͚ればద੾な処理ができない。特に重要なのは、ߦ੓௨ୡや判ྫを読

み込み、ࣗ 社の個別事Ҋとの੔合ੑを͑ߟて、ଥ当な処理をしな͚ればならない点である。

　

　このようにద法ੑ確อと業຿のԁ׈Խのためには、専門の୲当者をޏ用することが๬ま

れるが、小規模事業者では、一人޻の業຿ྔもない࢓事に、人݅費をか͚て専門の୲当者

を഑ஔすることはできない。

　このような小規模事業者の業຿؅理上重要な税຿や࿑຿の業຿にؔしては、社外の専門

家を׆用することによって、ద法ੑ確อと業຿ӡӦの効཰Խを図ることが重要である。

　そこで、ຊߘでは、税຿業຿にؔして現在小規模事業者の支援をߦっている税理士と࿑

຿業຿にؔしてֶ࢈࿈ܞで支援をߦっている人的資源؅理のڀݚ者の支援実態から、専門

家׆用の必要ੑを͑ߟるきっか͚としてڀݚϊートとしてまとめることとした。

ᶘ．খن໛ࣄ業ऀのݱঢ়

　企業経Ӧで重要なことは、ʮώトʯ、ʮϞϊʯ、ʮカネʯ、ʮ৘ใʯの資源をいかに有効に׆

用し最େの੒果を上͛るかである。

　経Ӧ資源の中でʮώトʯについては業຿ӡӦの要であり、このʮώトʯをいかに有機的

一体的に׆用できるようにするかは、経Ӧ者としてेೋ෼に͑ߟな͚ればならない事߲で

ある。

　多くのै業һを๊͑る企業では、෦門ຖの人ࡐҭ੒とద੾なδϣϒローςーγϣンに

よって、専門ೳ力の޲上と෯޿い৬຿経ݧの付༩をߦい、業຿शख़者のҭ੒とক来の؅理

৬のཆ੒をߦっている。

　一ํでै業һが少ない企業では、ै業һの業຿の中心がʮϞϊを生࢈するʯ、ʮαーϏス

をఏڙするʯことにภっており、税຿業຿や࿑຿業຿といった企業ӡӦ上重要ではあるが、

೔々の売り上͛に௚઀ؔ܎ない業຿に人をׂく余༟はない。
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小規模事業者に対する専門家支援の必要ੑ（Ҫ上ਔࢤ・౻Ԭ　ঢ）

時総ձによって໾һڅ༩の増額決ٞをしたものはଛ金算ೖとされたが、業੷རӹの༷ࢠ見

によりརӹௐ੔が図られる余஍があるとして、ଛ金ෆ算ೖへと変更された。ᶄ定時総ձで

のվ定決ٞにより期टに૎及して໾һڅ༩を増額した場合の一ׅ支څは、ै来はଛ金ੑが

༰ೝされていた。しかし、ࠃ税ி̦ˍ̖では૎及増額支څはଛ金ෆ算ೖとしている。ެ開

ձ社౳にお͚る企業ߦ׳から૎及増額支څは当然にೝめられるものであり、چ঎法もࢲ的

࣏ࣗの໰୊としてೝめていたものであった。ᶅै来は、໾һڅ༩のશ額がา合څであった

としても、࢖用人とಉ一ج४であればଛ金算ೖとされていた。しかし、変更後は、࢖用人

݉຿໾һの࢖用人෦෼についてのみにそのద用がݶ定されている。ᶆै来、໾һڅ༩の減

額は、ଛ金算ೖ額が減少して法人所得が増加することから、શく໰୊とされることがなく、

これはچ঎法下においてもಉ༷であった。しかし、変更後は、経Ӧ状況のஶしいѱԽ౳の

理༝以外の場合、減額෼はଛ金ෆ算ೖとなる。このように༷々な஫意点があるが、法ྩや

௨ୡなど༷々なߦ੓の判அج४が理ղできないと的確な対Ԡはできない。

（�）事લ確定ಧ出څ༩

　事લ確定ಧ出څ༩とは、ʮ໾һの৬຿につき所定の時期に確定額を支څするࢫの定めに

したॻྨを税຿ॺ長にಧࡌまでに所定の事߲を記ݶ༩で、そのಧ出期څするڅいて支ͮج

出をしている場合のそのڅ༩ʯである。ै来は、取締໾ձの決ٞによりݶ౓額಺において

ຍ฻౳の時期に定期څ༩のଞに増額支څすることが༧め決まっていても、これは໾һ৆༩

としてଛ金ෆ算ೖとされていた。判ྫにおいても、ଛ金算ೖとするものもあったが、主ྲྀ

はଛ金ෆ算ೖであった。

　事લ確定ಧ出څ༩から増額した場合、増額෼だ͚でなく、そのશ額がଛ金ෆ算ೖとされ、

そのࢫが法ج௨̕ô̎ô��に໌จԽされている。しかし、ዞ意的お手੝り的なརӹௐ੔のഉ

除がその立法झࢫであることをؑみれば、増額෼にݶ定す΂き̐ものであるが、そのશ額

がଛ金ෆ算ೖとされる。一ํ、事લ確定ಧ出څ༩から減額した場合、ྟ時վ定事༝の変更

ಧ出をલఏにଛ金算ೖがೝめられているが、これは৬੍上の஍Ґ変更や৬຿಺༰の変更౳

にݶ定されている。࿈࠯のି౗発生やݩ੥との取Ҿఀࢭ౳、༧期し得ない特別の事৘が発

生、といったことは企業׆ಈでは当然にあるが、これらを理༝とした減額はೝめられない。

　ฏ੒2�೥��݄̕೔の౦ژ஍ࡋのվ正໾һڅ༩੍౓についての判決では、໾һڅ༩の減額

̐�٠୩正人・ґాढ़৳ʮ໾һڅ༩課税にؔするվ正಺༰とその໰୊点ʯQ����は、増額෦෼をଛ金ෆ算ೖ
とす΂しとしている。とこΖで、Ծに、増額した場合の支څ額のશ額がଛ金ෆ算ೖとされるというの
であれば、事લにಧ͚出た金額と増額෼を෼཭して支څすれば、増額支څ෦෼のみଛ金ෆ算ೖとなる
というٞ論もあり͑る。かかるٞ論がいかに実りのないෆໟのٞ論かは໌らかであΖう。増額෼のみ
のଛ金ෆ算ೖにより、当該規定の法ӹはकられるのである。�
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するかといった、࿑຿؅理上の໰୊ղ決には、௨ୡと判ྫを理ղした専門家の支援がٻめ

られる。

　以下については、税຿業຿、࿑຿業຿での専門家の஌見を必要とする事Ҋの一ྫである。

̍．੫務૬ஊ

　税຿相ஊの中で໾һڅ༩はద用のղऍが難しいことから、専門的な஌ࣝ・実຿経ݧが必

要となる。

　զがࠃの໾һڅ༩੍౓は、ストッΫΦϓγϣン、インηンςΟϒใु、རӹ࿈ಈڅ༩な

どのಋೖによりٸ଎にԤถԽし、多༷な態༷のもとߴ額の支څ事ྫも௝しくなくなった。

この؀境変ԽにԠじて、ձ社法や企業ձ計ج४において、ै来はརӹ処෼としていた໾һ

৆༩に費用ੑをೝめるվ正がなされ、これにݺԠして税法でも੍౓変更が実施されるに

至った。

　しかし、このվ正において、ै来はݪଇଛ金算ೖであった໾һڅ༩をݪଇଛ金ෆ算ೖと

する੍౓設計上のࠜຊ的な変更がなされ、これに起Ҽして、໾һڅ༩のうͪ、ै来はଛ金

算ೖとされていたものがଛ金ෆ算ೖへと変更されたものが少なくない。

　小規模事業者の多くはಉ଒ձ社であるが、これらのձ社において、ଛ金にお͚る໾һڅ

༩の重要ੑは、金額及びׂ合ともにඇৗにߴく、税法上のղऍや手ଓきをޡると、多額の

追徴課税が課される事態にؕりかͶない。

（�）໾һڅ༩のଛ金ෆ算ೖ

　ฏ੒��೥の税੍վ正で、ै来ʮ໾һڅ༩はݪଇଛ金算ೖ、一定の要݅をຬたしたものの

みଛ金ෆ算ೖʯとしていた取ѻいをʮ໾һڅ༩はݪଇଛ金ෆ算ೖ、一定の要݅をຬたした

もののみଛ金算ೖʯへと変更し、໾һڅ༩の費用ੑを൱定するものへとන変した。後者に

お͚る一定の要݅とは、໾һڅ༩が、定期ಉ額څ༩、事લ確定ಧ出څ༩、རӹ࿈ಈڅ༩、

໾һୀ৬څ༩౳のいずれかに該当することであって、これらにݶ定してのみ、その৬຿対

Ձとしての費用ੑをೝめてଛ金算ೖする、ということである。

　この੍౓設計上のࠜຊ的な変更に起Ҽし、下記（2）から（�）においてࢦఠする໰୊が

発生するというෳࡶな状況となった。

（2）定期ಉ額څ༩

　定期ಉ額څ༩とは、ʮ支څ期ؒが݄̍以下の一定期ؒ͝とで、かつ、֤支څ時期にお͚

る支څ額がಉ額ʯのものとされている。定期ಉ額څ༩の஫意点として、ᶃै来は期中にྟ
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小規模事業者に対する専門家支援の必要ੑ（Ҫ上ਔࢤ・౻Ԭ　ঢ）

　ް生࿑ಇলฏ੒��೥౓個別࿑ಇฆ૪ղ決੍౓の施ߦ状況によれば、ຽ事上の個別࿑ಇ

ฆ૪相ஊ݅਺は2�ສ�
���݅で、その理༝の中で̍Ґは、ʮいじめ・ݏがらせʯで�2
���݅、

次がʮࣗݾ౎合ୀ৬ʯ��
2��݅、̏Ґはʮղޏʯで�2
���݅となっている。この相ஊの中

でฆ૪ௐ੔ҕһձによるѺટまでਐみ、企業として対Ԡをしな͚ればならず、多くの時ؒ

と費用を費やさな͚ればならないものの̍Ґは、ʮいじめ・ݏがらせʯ�
���݅、̎Ґはʮղ

��2݅
�ʯޏ、̏Ґはʮࢭޏめʯで���݅となっている̓。

　ฆ૪ௐ੔ҕһձによるѺટまでਐΜだ̍Ґのʮいじめ・ݏがらせʯは、৬場಺のマネδ

ϝントの໰୊でもあるが、৬場಺でのಉ྅とのؔ܎も多い。̎Ґのʮղޏʯはまさに、ै

業һとの࿑ಇ契約をղ消する意ࢥදࣔであり、そのै業һの生׆のج൫をୣうことから、

େきな࿑ಇ໰୊に発లする。そこで、ղޏについて専門家の஌見がいかに必要かについて

ड़΂ることとする。

、ଇがద用されݪはຽ法の対౳܎人であるから、その契約ؔࢲ用者とै業һは、ともに࢖　

どのような人とޏ用契約を締結するか、そのٯにޏ用契約を終ྃさせるかは、࢖用者のࣗ

༝である。

　しかしながら、࢖用者とै業һ྆者にはେきな経ࡁ的格差があることから׬શなࣗ༝契

約に೚せておくと、ै 業һにඇがないのにもؔわらずղޏされることから、࢖用者には༷々

な規੍がか͚られ、؆単にղޏすることはできない。ղޏについては、判ྫの理ղが極め

て重要となることから、਺多くのҊ݅を処理している社ձอݥ࿑຿士౳の஌見が有用とな

る。

　ղޏには、ී௨ղޏ、௄ռղޏ、੔理ղޏがある。

（�）ී௨ղޏ

　ී௨ղޏとは、࢖用者からै業һに対して契約をղ除する一ํ的意ࢥදࣔであり、௄ռ

ղޏ、੔理ղޏ以外のものをいう。

（2）௄ռղޏ

　௄ռղޏとは、ै業һが業຿໋ྩ違൓を൜す౳企業׆ಈ上ෆ౎合なߦҝをした者に対し

て、੍ࡋを༩͑るもので、そのߦҝが重ಞで企業டংをҡ࣋できない場合に、ब業規ଇや

௄ռ規程などにͮجき実施されるものである。

　௄ռについては、ؔ੢ి力事݅（最ࡋߴ判決、ত࿨��೥݄̔̕೔）で、ै業һらがब業

時ؒ外にࣗ社の社宅において、େ෦෼が事実にͮجかない又は、事実をތ張࿪ۂしてձ社

̓�ް生࿑ಇলʮฏ੒��೥౓個別࿑ಇฆ૪ղ決੍౓の施ߦ状況ʯQ�2。
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支څについて、ಧ出௨りの支څがされているか൱かは支͝څとでなく、৬຿ࣥߦ期ؒを一

つの単Ґとして判定す΂き、と判ࣔしている。これは、たと͑減額支څであったとしても、

まずは࿮取りだ͚をしておき、ෳ਺回の支څ機ձがあれば、後は、རӹ状況にԠじて支څ

機ձ͝とに事લಧ出額を最େ஋として໾һڅ༩をௐ੔していく、というዞ意的お手੝り的

なརӹௐ੔をഉ除するためかとਪ࡯される̑。

（�）རӹ࿈ಈڅ༩

　ै来、業੷に࿈ಈして支払われる業੷࿈ಈܕใुは、課税所得のૢ࡞余஍があるとして

ଛ金ෆ算ೖとされていた。しかし、ձ社法においても、当該ใुを৬຿ࣥߦの対Ձとして

いることから、ฏ੒��೥໾һڅ༩੍౓のվ正により、業੷によって支払われるڅ༩はརӹ

࿈ಈڅ༩とし、ඇಉ଒ձ社にݶ定してଛ金算ೖされることとなった。ただし、有Ձূ݊ใ

告ॻに記ࡌされたࢦඪをૅجとして計算されるڅ༩、といった規定があるため、事実上、

上場企業౳にそのద用がݶられる。

　རӹ࿈ಈڅ༩は、ূ݊取Ҿ法を௒͑る開ࣔ಺༰を要ٻされるՄೳੑがあり、ዞ意ੑのഉ

除というຊ来のझࢫをҳ脱した過౓なϧーϧとの൷判がある̒。これに対して、現在のと

こΖ、当局からは、ৄ細な合理的આ໌はない。

　また、過౓なϧーϧが課されているものをあ͑て࠾用する必要はなく、લ事業೥౓の業

੷を当該事業೥౓に൓өさせて定期ಉ額څ༩として支څすれば、ಉ༷の効果が得られるこ

ともあり、൥ࡶな手ଓきを要ٻされるརӹ࿈ಈڅ༩を͑׶て࠾用する企業は極めてݶ定的

である。

　法人税の申告಺༰のࢦඪにैったものでもՄೳなはずであるが、ಉ଒ձ社やඇ上場企業

౳はద用外とされている。

　小規模事業者においては、まず੍౓վ正によりଛ金算ೖからଛ金ෆ算ೖへと変更された

ものに஫意を払って、վ正໾һڅ༩੍౓の理ղに౒める必要があるが、これは༰қなこと

ではなく、税理士をはじめとした専門家に支援を仰ぐのが最も有効な対策であると͑ߟら

れる。

２．労務૬ஊ　

　࿑຿業຿の中でେきな໰୊となり、ૌুまで発లするՄೳੑがあるものにղޏがある。
̑�େ෵ത義ʮ法人税法ղऍの検ূと実ફ的ల開ʯQ��22。
ຊӳ೭ʮ໾һใु、ストッΫΦϓγϣンʯQQ�2�ô��は、このようなվ正の結果、租税法ࡔ・上ೋ࿠ࡾ�̒

がچ঎法に対してஔいていたڑ཭よりも多くのڑ཭をձ社法とのؒでஔいた上で、ಠࣗのϧーϧを࡞
ることをબ୒したとࢦఠしている。

（���）



2�

小規模事業者に対する専門家支援の必要ੑ（Ҫ上ਔࢤ・౻Ԭ　ঢ）

　ް生࿑ಇলฏ੒��೥౓個別࿑ಇฆ૪ղ決੍౓の施ߦ状況によれば、ຽ事上の個別࿑ಇ
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にԿ౓もैわないという事ࣔࢦ上࢘からの、（判決、ฏ੒��೥݄̎��೔ࡋߴژ౦）事݅ޏ

Ҋとして੢Ҫӡ送事݅（େࡕ஍ࡋ判決、ฏ੒̔೥݄̓̍೔）、カδマ・Ϧϊϕート事݅（౦

。判決、ฏ੒��೥�2݄2�೔）を಄にೖれて判அしな͚ればならないࡋ஍ژ

　このような、࿑຿業຿にؔしての重要な判அは、࿑ಇ法ؔ܎法はもͪΖΜ、判ྫや௨ୡ

もे෼ख़஌した社ձอݥ࿑຿士をはじめとする専門家のೳ力が必要となる。

ᶚ．੫務ɺ労務୲౰の഑ஔͱઐ໳Ո׆༻のൺֱ

　લड़のようなෳࡶな税຿業຿、࿑຿業຿の໰୊をద੾に対Ԡするためにࣗ社಺でै業һ

を࠾用ҭ੒していく場合と外෦の専門家を׆用する場合のどͪらがྑいかについて、品質、

஌ࣝのܧঝ、費用の観点から࡯ߟする。

̍．඼࣭

　品質、すなわͪద法ੑの確อは企業ӡӦ上極めて重要な事߲である。

　೔々支出する金મの単なる処理はձ計ιϑトでߦうことはできるが、௨ୡや判ྫなどを

。が必要となるݧにࣗ社にあった税຿・ձ計処理をするためには、相当の஌ࣝと業຿経ߟࢀ

࿑຿についても೔々の෰຿؅理にؔして、؅理৬と࿈ܞしながら、しかもその場で判அし

な͚ればならない場合もあり、業຿経ݧと࿑ಇ法の஌ࣝがബいと対Ԡすることができない。

　このことから、税຿業຿、࿑຿業຿にؔしては専೚のै業һをબ೚してߦう΂きである

が、専೚のै業һをޏ用することが費用上できない小規模事業者においては、この෦෼を

。してもら͑る専門家の存在は極めてେきい׬ิ

２．஌ࣝのܧঝ

　税຿業຿にؔする事຿手ଓきを୲当するै業һは一ൠ的にʮ経理୲当ʯとݺばれ、ʮ೔々

の業຿で必要とされる現金支払処理ʯ、ʮ֤৬場から送られてくるձ計఻ථなどの処理ʯ、ʮ༧

算؅理ʯ、ʮ݄次決算ʯ、ʮ源泉徴収税の納税処理ʯ、ʮ೥౓の決算処理ʯ、ʮ法人税の納税処理ʯ

などをߦっている。

　どの法人でも೔々のձ計処理があることから、経理୲当は必要となる。ै業һ਺が少な

い企業では࿑຿୲当の業຿を݉೚したܗで経理୲当がબ೚されているέースもある。

　極めて規模の小さな企業では、社長݉経理୲当、社長の഑ۮ者が総຿課長でย手ؒに経

理୲当をߦい、࿑຿業຿もߦっているような場合もある。

　࿑຿業຿の中でڅ༩はै業һの生׆を支͑る重要なものであり、࿑ಇج४法ୈ2�৚にお
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をඇ難ܸ߈する಺༰のϏϥ約���ຕを഑෍したことに対し、ब業規ଇに定めるʮそのଞ特

にෆ౎合なߦҝがあったときʯに該当するとして、͚ Μ੹処෼をߦったという事Ҋである。

これについて最ࡋߴは、ʮ࢖用者は、޿く企業டংをҡ࣋し、もって企業のԁ׈なӡӦを

図るために、そのޏ用するै業һの企業டং違൓ߦҝを理༝として、当該ै業һに対し、

一छの੍ࡋേである௄ռを課すことができるものであるʯと判ࣔし、௄ռݖをೝめている。

࿑ಇؔ܎法規に௄ռղޏにؔする規定はないが、この判ྫ以߱௄ռݖは、企業の経Ӧ؅理

上ੋೝされるようになったと͑ߟられている。

（�）੔理ղޏ

　੔理ղޏは、企業の業੷がѱԽし、経費の࡟減、ै業һの഑ஔస׵・出޲、৽規࠾用の

中ر、ࢭ๬ୀ৬者のืूをߦうなど、当該企業として最େݶの౒力をߦっても更なる人һ

の࡟減をしな͚れば、経Ӧが੒り立たないような場合にै業һをબ定してղޏするものを

いう。

　੔理ղޏは、࿑ಇؔ܎ॾ法に規定はなく、判ྫ法理によって確立されてきたものである。

（�）໰୊になるղޏ事Ҋ

　企業はब業規ଇや௄ռ規程にͮجき、௄ռݖを有し、業຿໋ྩ違൓౳に対して、લ記規

程にͮجき௄ռղޏをすることはՄೳであるが、この௄ռղޏがै業һとの࿑ಇ契約をղ

消することができる相当な理༝があるかが໰୊となる。

　また、規定上௄ռղޏを課せるまでに至らないै業һについてී௨ղޏをߦうことがあ

り、େきな໰୊に発లする。

　લड़した௄ռղޏ౳の定義や要݅が࿑ಇؔ܎法に規定がないことから、௄ռղޏをߦう

かී௨ղޏで処理するか、そもそも当該要݅では、ղޏできないのではないかなどについ

て専門家でないと判அできない事Ҋが企業実຿の場では多い。ྫ͑ば、次のようなものが

ある。

　業຿໋ྩ違൓には༷々なものがあり、഑ஔసྩ໋׵のڋ൱ではέン΢ッυ事݅（最ࡋߴ

判決、ฏ੒�2೥݄̍2�೔）や໌࣏図ॻҹ࡮事݅（౦ژ஍ࡋ決定、ฏ੒��೥�2݄2�೔）を理

ղした上での判அが要ٻされる。

　また、時ؒ外࿑ಇ໋ྩ違൓にؔしては、೔立੡࡞所෢ଂ޻場事݅（最ࡋߴ判決、ฏ੒̏

೥��݄2�೔）やトーίロ事݅（౦ࡋߴژ判決、ฏ੒̕೥��݄��೔）もߟࢀにしな͚ればな

らない。

　೔ৗの業຿を์غしたり、௨ৗの業຿໋ྩをڋ൱する事Ҋでは、೔ຊ޻業৽ฉ社௄ռղ
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　どの法人でも೔々のձ計処理があることから、経理୲当は必要となる。ै業һ਺が少な

い企業では࿑຿୲当の業຿を݉೚したܗで経理୲当がબ೚されているέースもある。

　極めて規模の小さな企業では、社長݉経理୲当、社長の഑ۮ者が総຿課長でย手ؒに経

理୲当をߦい、࿑຿業຿もߦっているような場合もある。

　࿑຿業຿の中でڅ༩はै業һの生׆を支͑る重要なものであり、࿑ಇج४法ୈ2�৚にお
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をඇ難ܸ߈する಺༰のϏϥ約���ຕを഑෍したことに対し、ब業規ଇに定めるʮそのଞ特

にෆ౎合なߦҝがあったときʯに該当するとして、͚ Μ੹処෼をߦったという事Ҋである。

これについて最ࡋߴは、ʮ࢖用者は、޿く企業டংをҡ࣋し、もって企業のԁ׈なӡӦを

図るために、そのޏ用するै業һの企業டং違൓ߦҝを理༝として、当該ै業һに対し、

一छの੍ࡋേである௄ռを課すことができるものであるʯと判ࣔし、௄ռݖをೝめている。

࿑ಇؔ܎法規に௄ռղޏにؔする規定はないが、この判ྫ以߱௄ռݖは、企業の経Ӧ؅理

上ੋೝされるようになったと͑ߟられている。

（�）੔理ղޏ

　੔理ղޏは、企業の業੷がѱԽし、経費の࡟減、ै業һの഑ஔస׵・出޲、৽規࠾用の

中ر、ࢭ๬ୀ৬者のืूをߦうなど、当該企業として最େݶの౒力をߦっても更なる人һ

の࡟減をしな͚れば、経Ӧが੒り立たないような場合にै業һをબ定してղޏするものを

いう。

　੔理ղޏは、࿑ಇؔ܎ॾ法に規定はなく、判ྫ法理によって確立されてきたものである。

（�）໰୊になるղޏ事Ҋ

　企業はब業規ଇや௄ռ規程にͮجき、௄ռݖを有し、業຿໋ྩ違൓౳に対して、લ記規

程にͮجき௄ռղޏをすることはՄೳであるが、この௄ռղޏがै業һとの࿑ಇ契約をղ

消することができる相当な理༝があるかが໰୊となる。

　また、規定上௄ռղޏを課せるまでに至らないै業һについてී௨ղޏをߦうことがあ

り、େきな໰୊に発లする。

　લड़した௄ռղޏ౳の定義や要݅が࿑ಇؔ܎法に規定がないことから、௄ռղޏをߦう

かී௨ղޏで処理するか、そもそも当該要݅では、ղޏできないのではないかなどについ

て専門家でないと判அできない事Ҋが企業実຿の場では多い。ྫ͑ば、次のようなものが

ある。

　業຿໋ྩ違൓には༷々なものがあり、഑ஔసྩ໋׵のڋ൱ではέン΢ッυ事݅（最ࡋߴ

判決、ฏ੒�2೥݄̍2�೔）や໌࣏図ॻҹ࡮事݅（౦ژ஍ࡋ決定、ฏ੒��೥�2݄2�೔）を理

ղした上での判அが要ٻされる。

　また、時ؒ外࿑ಇ໋ྩ違൓にؔしては、೔立੡࡞所෢ଂ޻場事݅（最ࡋߴ判決、ฏ੒̏

೥��݄2�೔）やトーίロ事݅（౦ࡋߴژ判決、ฏ੒̕೥��݄��೔）もߟࢀにしな͚ればな

らない。

　೔ৗの業຿を์غしたり、௨ৗの業຿໋ྩをڋ൱する事Ҋでは、೔ຊ޻業৽ฉ社௄ռղ
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2�
���ԁʙ��
���ԁ程౓となっている。

　社ձอݥ࿑຿士の相ஊސ໰については、現在Ձ格がࣗ༝Խされていており正確なՁ格は

個々の契約によるため把握できないが、ࣗ༝Խલのސ໰ใुදを当てはめてみると、中小

企業جຊ法の定義ʮ੡଄業そのଞがै業һ2�人以下、঎業・αーϏス業でै業һ̑人以下ʯ

の۠෼で2�
���ԁʙ��
���ԁとなっている。

　いずれの専門家でも௚઀ै業һをޏ用するのにൺ΂相当のίスト࡟減が図れる。

ᶛ．੫ཧ࢜ͱࣾձอݥ労務࢜の支援例

　小規模事業者では、業຿ӡӦの୲い手が経Ӧ者ࣗ਎であったり、少ないै業һがߦって

いる。このような状態では、ࣗ社ຊ来の業຿にै事することがਫ਼一ഋで、税຿や࿑຿にؔ

する業຿はย手ؒに実施しな͚ればならない。

　税຿業຿をย手ؒでߦうとద正な処理ができなく、当局からࢦఠをड͚、最ѱの場合、

多額の追徴課税が課されることとなる。

　࿑຿業຿についても、࿑຿؅理上の໰୊についての対Ԡをޡると最ѱの場合、࿑ಇૌু

にまで発లするՄೳੑがある。

　このように極めて重要な処理・手ଓきであるにもؔわらず、専門的ೳ力を有するै業һ

をޏ用し、専門に業຿ै事させることは難しい。

　そこで、そのಓの専門家である税理士や社ձอݥ࿑຿士などが、この෦෼をड͚࣋ͪ、

専門的見஍からࢦಋ、ॿݴ、そして௚઀の手ଓきをߦうことにより、税຿業຿、࿑຿業຿

のద正ੑが୲อできることになる。以下は専門家として効果的な支援ができたྫである。

̍．੫務の実践支援例

（�）税຿ௐࠪにおいて追徴課税を回避

　当該法人は、ҿ৯業をӦΜでいたが、社長の࠺は、個人事業として総菜を੡଄し、スー

パーに納品していた。とこΖが、個人事業の԰߸と法人໊がશくಉじものであったことか

ら、ࣜܗ的に個人事業と法人事業とを別々に申告してはいるものの、その実態はಉ一の事

業体ではないか、とのٙݏがかかり、税຿ௐࠪが着手されるに至った。

　個人事業と法人事業とはそれͧれ課税売上が�
���ສԁ以下であったことから、ڞに໔

税事業者として消費税が໔除されていた。しかし、Ծにこれらがಉ一の事業体とみなされ

て課税売上が合算されると�
���ສԁを௒͑課税事業者となる。これが過೥౓に૎及ద用

されると、消費税の追徴税額は਺ඦສԁにも及Ϳことが想定され、当該法人は小規模事業

2�

େ࢈ࡕ業େֶ経Ӧ論ू　ୈ ùø ୈ　ר ù ŋ ú 合ซ߸

いてຖ݄支払わな͚ればならないことから、時ؒ外࿑ಇ時ؒの計算をؚめたڅ༩計算処理

が発生する。څ༩計算処理は、ຖ݄一定の期೔でดめをߦい、その期ؒの௞金の計算をし

て、ۜߦৼり込みの場合にはࢦ定期೔の支払いができるように金༥機ؔと࿈ܞしな͚れば

ならない。また、このڅ༩支څに合わせて、源泉徴収税、社ձอݥྉ、࿑ಇอݥྉの徴収

をߦわな͚ればならない。

　このような業຿を൓෮ܧଓしてߦうことにより、その業຿の法的ࠜڌや事຿手ଓํ法を

理ղできるようになる。このような業຿を௨じて஌ࣝをश得したै業һがҭ੒され、定期

的に後ഐがೖ社し、৬場での 0+5 を௨して஌見がܧঝされれば、企業の੒長につながる。

このことから、஌ࣝのܧঝ、業຿ӡӦ上のԁ׈Խの観点からは、ࣗ社のै業һで税຿や࿑

຿の業຿をߦうํが好ましいと͑ߟられる。

̏．අ༻

　専門ೳ力を有するै業һを഑ஔすることができれば、事຿的な業຿についてはその者に

೚せることができる。これにより小規模事業の経Ӧ者は、ઓུ立Ҋ、トッϓӦ業などに஫

力できるようになる。しかし、小規模事業者では、ίストとのؔ܎で専೚の୲当者を഑ஔ

することは難しい。そこで重要となるのが専門家の׆用である。

　税຿にؔする専門ೳ力を有するʮ税理士ʯ、࿑຿にؔする専門的ೳ力を有するʮ社ձอ

。る͑ߟ用がΩーになると׆࿑຿士ʯなどの外෦専門家のݥ

　先にड़΂たように専೚のै業һをޏ用すると多額の費用を要するが、税理士や社ձอݥ

࿑຿士はै業һをޏ用するよりも௿྿な費用で、しかも、ߴい専門ೳ力で、税຿ॺや社ձ

อݥ事຿所などとも専門ੑを׆用した対ԠがՄೳとなる。

　加͑て、多くのސ໰先の༷々な事Ҋを手掛͚ていることから、発生した໰୊をਝ଎に的

確に処理してもら͑る。しかも費用はै業һをޏ用するよりも௿྿であり、契約期ؒを̍

೥としてお͚ば、相ੑが合わない専門家の場合にはଞの者に変更することもՄೳとなる。

ै業һを࠾用した場合には、相ੑが合わないといって؆単にղޏすることはできない。

　専೚のै業һを一人ޏ用した場合の費用と専門家を׆用した場合の費用は次のように

なっている。

　௞金ߏ଄جຊ౷計ௐࠪによる小企業の݄額௞金は、2�2
���ԁになっている̔。ै業һ

をޏ用すると、この金額のଞに৆༩、社ձอݥྉのෛ୲もしな͚ればならない。

　一ํ、専門家を׆用する場合の費用は、税理士の相ஊސ໰の場合に౷一のՁ格දがある

わ͚ではなく、事業規模やؔ༩ܗ態にもよるが౦ژ税理士ձのΞンέートௐࠪによれば、

̔�ް生࿑ಇলʮฏ੒��೥௞金ߏ଄جຊ౷計ௐࠪʯの小企業のஉੑの௞金݄額。
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2�
���ԁʙ��
���ԁ程౓となっている。

　社ձอݥ࿑຿士の相ஊސ໰については、現在Ձ格がࣗ༝Խされていており正確なՁ格は

個々の契約によるため把握できないが、ࣗ༝Խલのސ໰ใुදを当てはめてみると、中小

企業جຊ法の定義ʮ੡଄業そのଞがै業һ2�人以下、঎業・αーϏス業でै業һ̑人以下ʯ

の۠෼で2�
���ԁʙ��
���ԁとなっている。

　いずれの専門家でも௚઀ै業һをޏ用するのにൺ΂相当のίスト࡟減が図れる。

ᶛ．੫ཧ࢜ͱࣾձอݥ労務࢜の支援例

　小規模事業者では、業຿ӡӦの୲い手が経Ӧ者ࣗ਎であったり、少ないै業һがߦって

いる。このような状態では、ࣗ社ຊ来の業຿にै事することがਫ਼一ഋで、税຿や࿑຿にؔ

する業຿はย手ؒに実施しな͚ればならない。

　税຿業຿をย手ؒでߦうとద正な処理ができなく、当局からࢦఠをड͚、最ѱの場合、

多額の追徴課税が課されることとなる。

　࿑຿業຿についても、࿑຿؅理上の໰୊についての対Ԡをޡると最ѱの場合、࿑ಇૌু

にまで発లするՄೳੑがある。

　このように極めて重要な処理・手ଓきであるにもؔわらず、専門的ೳ力を有するै業һ

をޏ用し、専門に業຿ै事させることは難しい。

　そこで、そのಓの専門家である税理士や社ձอݥ࿑຿士などが、この෦෼をड͚࣋ͪ、

専門的見஍からࢦಋ、ॿݴ、そして௚઀の手ଓきをߦうことにより、税຿業຿、࿑຿業຿

のద正ੑが୲อできることになる。以下は専門家として効果的な支援ができたྫである。

̍．੫務の実践支援例

（�）税຿ௐࠪにおいて追徴課税を回避

　当該法人は、ҿ৯業をӦΜでいたが、社長の࠺は、個人事業として総菜を੡଄し、スー

パーに納品していた。とこΖが、個人事業の԰߸と法人໊がશくಉじものであったことか

ら、ࣜܗ的に個人事業と法人事業とを別々に申告してはいるものの、その実態はಉ一の事

業体ではないか、とのٙݏがかかり、税຿ௐࠪが着手されるに至った。

　個人事業と法人事業とはそれͧれ課税売上が�
���ສԁ以下であったことから、ڞに໔

税事業者として消費税が໔除されていた。しかし、Ծにこれらがಉ一の事業体とみなされ

て課税売上が合算されると�
���ສԁを௒͑課税事業者となる。これが過೥౓に૎及ద用

されると、消費税の追徴税額は਺ඦສԁにも及Ϳことが想定され、当該法人は小規模事業
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いてຖ݄支払わな͚ればならないことから、時ؒ外࿑ಇ時ؒの計算をؚめたڅ༩計算処理

が発生する。څ༩計算処理は、ຖ݄一定の期೔でดめをߦい、その期ؒの௞金の計算をし

て、ۜߦৼり込みの場合にはࢦ定期೔の支払いができるように金༥機ؔと࿈ܞしな͚れば

ならない。また、このڅ༩支څに合わせて、源泉徴収税、社ձอݥྉ、࿑ಇอݥྉの徴収

をߦわな͚ればならない。

　このような業຿を൓෮ܧଓしてߦうことにより、その業຿の法的ࠜڌや事຿手ଓํ法を

理ղできるようになる。このような業຿を௨じて஌ࣝをश得したै業һがҭ੒され、定期

的に後ഐがೖ社し、৬場での 0+5 を௨して஌見がܧঝされれば、企業の੒長につながる。

このことから、஌ࣝのܧঝ、業຿ӡӦ上のԁ׈Խの観点からは、ࣗ社のै業һで税຿や࿑

຿の業຿をߦうํが好ましいと͑ߟられる。

̏．අ༻

　専門ೳ力を有するै業һを഑ஔすることができれば、事຿的な業຿についてはその者に

೚せることができる。これにより小規模事業の経Ӧ者は、ઓུ立Ҋ、トッϓӦ業などに஫

力できるようになる。しかし、小規模事業者では、ίストとのؔ܎で専೚の୲当者を഑ஔ

することは難しい。そこで重要となるのが専門家の׆用である。

　税຿にؔする専門ೳ力を有するʮ税理士ʯ、࿑຿にؔする専門的ೳ力を有するʮ社ձอ

。る͑ߟ用がΩーになると׆࿑຿士ʯなどの外෦専門家のݥ

　先にड़΂たように専೚のै業һをޏ用すると多額の費用を要するが、税理士や社ձอݥ

࿑຿士はै業һをޏ用するよりも௿྿な費用で、しかも、ߴい専門ೳ力で、税຿ॺや社ձ

อݥ事຿所などとも専門ੑを׆用した対ԠがՄೳとなる。

　加͑て、多くのސ໰先の༷々な事Ҋを手掛͚ていることから、発生した໰୊をਝ଎に的

確に処理してもら͑る。しかも費用はै業һをޏ用するよりも௿྿であり、契約期ؒを̍

೥としてお͚ば、相ੑが合わない専門家の場合にはଞの者に変更することもՄೳとなる。

ै業һを࠾用した場合には、相ੑが合わないといって؆単にղޏすることはできない。

　専೚のै業һを一人ޏ用した場合の費用と専門家を׆用した場合の費用は次のように

なっている。

　௞金ߏ଄جຊ౷計ௐࠪによる小企業の݄額௞金は、2�2
���ԁになっている̔。ै業һ

をޏ用すると、この金額のଞに৆༩、社ձอݥྉのෛ୲もしな͚ればならない。

　一ํ、専門家を׆用する場合の費用は、税理士の相ஊސ໰の場合に౷一のՁ格දがある

わ͚ではなく、事業規模やؔ༩ܗ態にもよるが౦ژ税理士ձのΞンέートௐࠪによれば、

̔�ް生࿑ಇলʮฏ੒��೥௞金ߏ଄جຊ౷計ௐࠪʯの小企業のஉੑの௞金݄額。
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２．労務業務の実践支援例　

　2���೥݄̐からಇきํվֵをਪਐするためのؔ܎法཯の੔උにؔする法཯（௨শʮಇき

ํվֵؔ࿈法ʯ）の施ߦに伴い、特定の業छ、৬छを除き࿑ಇ時ؒ؅理の上ݶ規੍が法੍

Խされた。これに伴い、֤企業では時ؒ外にؔする࿑ڠ࢖定の上ݶが厳しくなり、いかに

して時ؒ外࿑ಇを࡟減していくかの໰୊に௚面している̕。

　֤企業では、事લに対策を講じてきたが、現実は৬場の؅理৬にʮ時ؒ外をʓʓˋ࡟減

せよʯとࣔࢦするだ͚で、۩体的な実施ํ法は֤৬場に೚せているような企業も多い。৬

場಺での業຿಺༰が෼かるのはその૊৫の֤؅理৬であるが、売上目ඪや業຿ӡߦϧーϧ

が現ߦのままで時ؒ外࿑ಇのみ࡟減するにはݶքがある。そこで時ؒ外のਅのݪҼを追ڀ

し、業຿վ善をߦうことにより、最終的な時ؒ外࿑ಇの࡟減に͚޲て֤छの支援ができる

専門家の存在はେきい��。

　最近、特に多い໰い合わせは、ಉ一࿑ಇ、ಉ一௞金にؔしてࣗ社のै業һの処۰をどの

ようにす΂きかというものである。ಉ一࿑ಇಉ一௞金にؔしては、ޏ用ܗ態にؔわらない

ެ正な଴۰の確อとして2�2�೥݄̐から実施されることとなった��。

　正規ै業һであった者が定೥ୀ৬によってޏ࠶用される場合に௞金がେ෯に減額された

り、手当が支څされなくなったり、෱རް生の֤छ支援をड͚られなくなるなど格差が生

じている場合に、ࠓ後、どのようにす΂きかという相ஊである。

　法཯の৚จをみて͑ߟることは必要であるが、ް生࿑ಇলから出されている௨ୡや、ϋ

マΩϣ΢ϨッΫス事݅（最ࡋߴ判決、ฏ੒��೥݄̒̍೔）や長ᖒӡ༌事݅（最ࡋߴ判決、

ฏ੒��೥݄̒̍೔）の判ྫもे෼ྀߟして੍౓変更を実施していかな͚ればならない。　

　判ྫと௨ୡの಺༰をよく理ղし、ࣗ社の状況をৄ細に把握した上でどのようなํੑ޲に

ಋくかを͑ߟて੍౓設計しな͚ればならない�2。

　このためにも社ձอݥ࿑຿士をはじめとした専門家の支援は有効ੑがある。

̕�時ؒ外࿑ಇの上ݶを݄��時ؒ、೥���時ؒ（対৅期ؒが̏か݄を௒͑る̍೥単Ґの変ܗ࿑ಇ時੍ؒによ
り࿑ಇさせる場合は、̍か݄について�2時ؒ及び̍೥について�2�時ؒ）とし、ྟ時的な特別の事৘が
ないݶりこれを௒͑ることはできなくなった。ै来もಉ༷のߦ੓௨ୡはあったが、ࠓ回は法཯で規੍
することとした。

���ৄ細は੿ߘʮ᷂౦ژΤネγスのಇきํվֵの取り૊みʯをࢀর。
用ै業ޏ態にؔわらないެ正な଴۰の確อにؔしてվ正される法཯は、ʮ୹時ؒै業һ及び有期ܗ用ޏ���

һのޏ用؅理のվ善౳にؔする法཯ʯ（以下ʮ৽୹時ؒ・有期ޏ用࿑ಇ法ʯという。）とʮै業һ೿ݣ
事業のద正なӡӦの確อ及び೿ैݣ業һのอޢ౳にؔする法཯（以下ʮ৽ै業һ೿ݣ法ʯという。）で
ある。法人౳の経Ӧ者は、この法཯の಺༰をे෼ख़஌しな͚ればならない。�

�2�ৄ細は੿ߘʮҩྍと検ࠪ機ࢼ・ثༀʯ7PM���/P��
�7PM��2/P��
�7PM��2/P�2をࢀর。
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者のため資金余力はなく、追徴課税は、即、廃業を意味するものであった。

　なお、当該社長はマイホーム取得に伴い住宅ローン控除を確定申告していたが、その取

得資金の源泉が判然としないことが起点となり、個人事業として別申告することにより租

税回避を図り、当該事業体（個人及び法人）のネット上での好評も相まって、その取得資

金を捻出していたのではないか、と課税当局は筋読みしていたようである。

　かかる存亡の危機に対して、下記を課税当局に粘り強く繰り返し主張し、最終的に個人

事業と法人事業とは別人格であるとの合意に至り、消費税の追徴課税は回避された。

・個人事業は法人設立に先立って事業開始

・スーパーへの総菜納品は、個人事業として契約

・総菜納品の契約締結時において法人はまだ設立されていなかった

・総菜納品は、その後一貫して個人事業として契約

・個人事業と法人事業とは、経理処理も確定申告も別々に実施

（2）多額の法人税納付を回避

　当該法人は想定外の売上が期末に発生することが見込まれる状況となったが、小規模零

細企業であることから資金繰りが厳しく、法人税額を圧縮する必要に迫られた。以下のよ

うな過程を経て、事態の収拾を図った。

　まずは特別な対策を講じなかった場合の売上総額と費用総額を把握し、その差額から課

税所得を算出することから着手する。小規模事業者は現金主義で経理していることが多く、

売掛金や買掛金又は未収金や未払金を確実に把握し、正確な課税所得を算出することが重

要である。

　次に、費用面から課税所得の圧縮を検討するのであるが、単に費用を増加させればよい

のではなく、現金の支出は伴わないが法人税額そのものを減少させることが出来るものを

中心に対策を講じることになる。資金繰りの観点から対策を講じているのであるから、現

金を散在しては意味がなく、また、単なる納税の先送りでは、その効果は半減する。

　費用面からの対策でカバーしきれない場合は、売上面からの検討になる。単に売上を計

上しないのは脱税であり論外であるが、実質的な売上を減少させることなく課税所得を減

少させることが最善である。そのひとつに決算期の変更があるが、多額の売上が期末近く

に想定される場合に、この対策は特に有効となる。

　これらを総合的に実施して法人税額の圧縮を図っていくのであるが、節税として合法な

のはどこまでで、脱税として違法になるのはどこからなのか、この境目の見極めが難しい

が、税理士をはじめとした専門家の支援を仰ぐことは、その有効な対策となる。
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ް生࿑ಇল（2���）ʮฏ੒��೥௞金ߏ଄جຊ౷計ௐࠪʯ（IUUQT���XXX�NIMX�HP�KQ�UPVLFJ�JUJSBO�
SPVEPV�DIJOHJO�LPV[PV�[2����EM����QEG）検ࡧ೔2���������。

�IUUQT���XXX�TVNPWJWB）（ձ社ࣜג出య　໻生ձ計）税局ௐࠪʯࠃ税ிʮ法人税の申告にؔしてのࠃ
KQ�LOPXMFEHF�CJCMF�PG�JODPSQPSBUJPO�CJCMF�PG�JODPSQPSBUJPO����IUNM）検ࡧ೔2���������。

社ձอݥ࿑຿࿈合ձ（2���）ʮ社࿑士のχーζにؔする企業͚޲ௐࠪ結果についてʯ（IUUQT���XXX�
TIBLBJIPLFOSPVNVTIJ�KQ�1PSUBMT���EPD�OTFD�TFOSZBLV�2����2��������2�QEG）検ࡧ೔2��������。

中小企業ி（2���）ʮ中小企業・小規模事業者の਺（2���೥�݄時点）ʯ（IUUQT���XXX�DIVTIP�NFUJ��
HP�KQ�LPVLBJ�DIPVTB�DIV@LJHZPDOU�2����������DIVLJHZPDOU�IUNM）検ࡧ೔2��������。

ຊӳ೭（2���）ʮ໾һใु、ストッΫΦϓγϣンʯhࡔ・上ೋ࿠ࡾ ঎事法຿ʱ/0����。
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ᶜ．͓ΘΓʹ

　ຊߘにおいて、೔ຊに਺多く存在する小規模事業者が発లしていくために、税理士や社

ձอݥ࿑຿士など専門家支援の必要ੑを࡯ߟした。

　小規模事業の୲い手である経Ӧ者は、税຿業຿や࿑຿業຿の専門家ではなく、ࣗ社੡品

の੡଄のϓロ、αーϏスのఏڙのϓロであることがେ半である。法ྩॱक、業຿の的確処

理など、極めて重要な事຿的業຿についてまでは手が回らず、専門ೳ力をश得し、発شす

ることができない状況にある。

　業຿のԁ׈Խのためには、専門෼໺の業຿を୲当できるै業һをޏ用することが、その

企業の発లには、重要である。しかしながら、専門෼໺の業຿は一人޻෼もない状態にあ

ることも多く、このためにै業һを࠾用することはできない状況にある。

　一ํで、ߴい専門ೳ力があり、༷々な業຿を਺多くの企業で経ݧしている外෦専門家は

極めてߴいϨϕϧで経Ӧ支援をߦうことができる。このような専門家に೚せることにより

経Ӧ者が҆心した経Ӧ؅理ができるようになる。加͑て一݄当たり਺ສԁからेສԁ未ຬ

の金額でҕୗすることができる。

　།一のσϝϦットはࣗ社಺でϊ΢ϋ΢が஝ੵできないことである。一ํで༷々な外෦専

門家を経Ӧスλッϑとしてଗ͑ることにより、事Ҋが発生した時に専門的な஌見を得るこ

とができる。

　少ない資金で最େの経Ӧ؅理体੍を確立するために、社外の専門家を׆用することの有

効ੑをڀݚϊートとしてまとめることができた。ࠓ後、小規模事業者の発లに͚޲て、༷ 々

な֯౓からڀݚしていくこととする。

ݙจߟࢀ
Ҫ上ਔ（���2）ࢤʮอ݈・ҩྍ・පӃ経Ӧと人的資源؅理　ୈ��回ಇきํվֵ（�）ʯh ҩྍと検ࠪ

機ࢼ・ثༀʱ7PM���/P��。
Ҫ上ਔ（���2）ࢤʮอ݈・ҩྍ・පӃ経Ӧと人的資源؅理　ୈ��回ಇきํվֵ（2）ʯh ҩྍと検ࠪ

機ࢼ・ثༀʱ7PM��2/P��。
Ҫ上ਔ（���2）ࢤʮอ݈・ҩྍ・පӃ経Ӧと人的資源؅理　ୈ��回ಇきํվֵ（�）ʯh ҩྍと検ࠪ

機ࢼ・ثༀʱ7PM��2/P�2。
େ෵ത義（2���）h 法人税法ղऍの検ূと実ફ的ల開ʱ税຿経理ڠձ。
٠୩正人・ґాढ़৳ʮ໾һڅ༩課税にؔするվ正಺༰とその໰୊点ʯh 税経௨৴ʱ�2̍ר。
ް生࿑ಇল（2���）ʮฏ੒��೥౓個別࿑ಇฆ૪ղ決੍౓の施ߦ状況ʯ（IUUQT���XXX�NIMX�HP�KQ�

DPOUFOU���2��2�������2�����QEG）検ࡧ೔2������2�。

（�2�）



2�

小規模事業者に対する専門家支援の必要ੑ（Ҫ上ਔࢤ・౻Ԭ　ঢ）

ް生࿑ಇল（2���）ʮฏ੒��೥௞金ߏ଄جຊ౷計ௐࠪʯ（IUUQT���XXX�NIMX�HP�KQ�UPVLFJ�JUJSBO�
SPVEPV�DIJOHJO�LPV[PV�[2����EM����QEG）検ࡧ೔2���������。

�IUUQT���XXX�TVNPWJWB）（ձ社ࣜג出య　໻生ձ計）税局ௐࠪʯࠃ税ிʮ法人税の申告にؔしてのࠃ
KQ�LOPXMFEHF�CJCMF�PG�JODPSQPSBUJPO�CJCMF�PG�JODPSQPSBUJPO����IUNM）検ࡧ೔2���������。

社ձอݥ࿑຿࿈合ձ（2���）ʮ社࿑士のχーζにؔする企業͚޲ௐࠪ結果についてʯ（IUUQT���XXX�
TIBLBJIPLFOSPVNVTIJ�KQ�1PSUBMT���EPD�OTFD�TFOSZBLV�2����2��������2�QEG）検ࡧ೔2��������。

中小企業ி（2���）ʮ中小企業・小規模事業者の਺（2���೥�݄時点）ʯ（IUUQT���XXX�DIVTIP�NFUJ��
HP�KQ�LPVLBJ�DIPVTB�DIV@LJHZPDOU�2����������DIVLJHZPDOU�IUNM）検ࡧ೔2��������。

ຊӳ೭（2���）ʮ໾һใु、ストッΫΦϓγϣンʯhࡔ・上ೋ࿠ࡾ ঎事法຿ʱ/0����。

2�

େ࢈ࡕ業େֶ経Ӧ論ू　ୈ ùø ୈ　ר ù ŋ ú 合ซ߸

ᶜ．͓ΘΓʹ

　ຊߘにおいて、೔ຊに਺多く存在する小規模事業者が発లしていくために、税理士や社

ձอݥ࿑຿士など専門家支援の必要ੑを࡯ߟした。

　小規模事業の୲い手である経Ӧ者は、税຿業຿や࿑຿業຿の専門家ではなく、ࣗ社੡品

の੡଄のϓロ、αーϏスのఏڙのϓロであることがେ半である。法ྩॱक、業຿の的確処

理など、極めて重要な事຿的業຿についてまでは手が回らず、専門ೳ力をश得し、発شす

ることができない状況にある。

　業຿のԁ׈Խのためには、専門෼໺の業຿を୲当できるै業һをޏ用することが、その

企業の発లには、重要である。しかしながら、専門෼໺の業຿は一人޻෼もない状態にあ

ることも多く、このためにै業һを࠾用することはできない状況にある。

　一ํで、ߴい専門ೳ力があり、༷々な業຿を਺多くの企業で経ݧしている外෦専門家は

極めてߴいϨϕϧで経Ӧ支援をߦうことができる。このような専門家に೚せることにより

経Ӧ者が҆心した経Ӧ؅理ができるようになる。加͑て一݄当たり਺ສԁからेສԁ未ຬ

の金額でҕୗすることができる。

　།一のσϝϦットはࣗ社಺でϊ΢ϋ΢が஝ੵできないことである。一ํで༷々な外෦専

門家を経Ӧスλッϑとしてଗ͑ることにより、事Ҋが発生した時に専門的な஌見を得るこ

とができる。

　少ない資金で最େの経Ӧ؅理体੍を確立するために、社外の専門家を׆用することの有

効ੑをڀݚϊートとしてまとめることができた。ࠓ後、小規模事業者の発లに͚޲て、༷ 々

な֯౓からڀݚしていくこととする。

ݙจߟࢀ
Ҫ上ਔ（���2）ࢤʮอ݈・ҩྍ・පӃ経Ӧと人的資源؅理　ୈ��回ಇきํվֵ（�）ʯh ҩྍと検ࠪ

機ࢼ・ثༀʱ7PM���/P��。
Ҫ上ਔ（���2）ࢤʮอ݈・ҩྍ・පӃ経Ӧと人的資源؅理　ୈ��回ಇきํվֵ（2）ʯh ҩྍと検ࠪ

機ࢼ・ثༀʱ7PM��2/P��。
Ҫ上ਔ（���2）ࢤʮอ݈・ҩྍ・පӃ経Ӧと人的資源؅理　ୈ��回ಇきํվֵ（�）ʯh ҩྍと検ࠪ

機ࢼ・ثༀʱ7PM��2/P�2。
େ෵ത義（2���）h 法人税法ղऍの検ূと実ફ的ల開ʱ税຿経理ڠձ。
٠୩正人・ґాढ़৳ʮ໾һڅ༩課税にؔするվ正಺༰とその໰୊点ʯh 税経௨৴ʱ�2̍ר。
ް生࿑ಇল（2���）ʮฏ੒��೥౓個別࿑ಇฆ૪ղ決੍౓の施ߦ状況ʯ（IUUQT���XXX�NIMX�HP�KQ�

DPOUFOU���2��2�������2�����QEG）検ࡧ೔2������2�。

（�2�）




